
震災時における

https://soco-st.com

※公共施設の安全確認対象：庁舎、特別出張所、 避難所（学校防災拠点等）、補完避難所、 応急避難所、福祉避難所

専門家

令和7年4月から

が始まります

・建物の崩壊などにより、
建物内の滞在者や避難者等の生命
や身体に危険が及ぶか否かを判断
するための災害時調査を実施します。

避難所の安全確認は
だれがやるの？
新しく何が変わるの？

避難所等の建物の安全確認は、
限られた時間の中で
迅速に行い、避難者の
受け入れの可否を判断する
必要があります。
以下に示す4つの視点から
新しく生まれ変わります。

＜各避難所＞
※うち学校防災活動拠点 91か所

「避難所運営の継続」、
「二次被害防止」等の観点
から、公共施設の安全確認を
行う体制構築します。

・区職員、協定団体員の
技術力向上や学校防災活
動拠点関係者等との顔の見
える関係づくりを行います。

~公共施設の安全確認の流れ~

・特別な専門知識がなくても、
一定程度の精度で安全確認が可能
なものに変更します。

① 施設管理者の判定技術向上 ② 安全確認の基本的な考え方

安全確認担当職員

③ 建築専門家に調査協力の依頼 ④ 学校防災活動拠点訓練へ参加

学校防災活動拠点関係者

・各学校防災活動拠点等に配備予定です。

・避難所が開設された後、
区職員と建築専門家が
所属する団体とが連携し、

安全確認担当職員

専門家

学校防災活動拠点関係者

避難所等の新しい安全確認手法

【協定締結】

地域の

【刷新配備】 【迅速対応】

【体制強化】

・施設管理者
・自治会､町会
・拠点配置職員
等

特別出張所・本庁舎

＋

［問合せ先］大田区企画経営部施設保全課 電話03-5744-1396
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